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第１章　計画策定にあたって

第１節  生涯学習についての行政計画化の前提

１　計画策定にあたっての基本認識

　21世紀は、社会変化がますます激しくなるとともに、将来的な先行きも予測しづらく見えにくく

なっています。このような時代には、こうした変化に主体的に対応するという意味において、ますま

す生涯学習が重要になっています。そこで、さくら市では、あらゆる世代の市民が生涯学習に取り組み、

潤いある生活と豊かな心で暮らせ、だれもが誇りをもって暮らせる「まち」の創造を目指し、「さくら

市生涯学習推進計画～ゆめ さくら 学びプラン～」（平成 19年４月～平成 29年３月）を実施してきま

した。

　この間ずっと、さくら市民の生涯学習推進施策への満足度が高かったことが、調査より明らかにな

りました。また、さくら市民の思いとして、生涯学習を個々の市民の個別の実践に任せきってしまえ

ば十分だとみなすのでなく、行政が責任を持って生涯学習を振興するという発想に立って条件整備す

ることが重要だという意見が多いことも判明しました。

　こうした状況を鑑み、「さくら市生涯学習推進計画～ゆめ さくら 学びプラン～」の期間満了に伴い、

「第二次さくら市生涯学習推進計画」を策定します。その際、「基本構想」を構築し直した上で、改めて「基

本計画」を策定するという手順を取るものとします。

　なお、平成 19（2007）年４月から平成 29（2017）年３月までを計画期間として設定した「さく

ら市生涯学習推進計画～ゆめ さくら 学びプラン～」については、「第一次さくら市生涯学習推進計画」

と呼称します。この計画は、「前期計画」（平成 19年４月～平成 24年３月）と「後期計画」（平成 24

年４月～平成 29年３月）とで成り立っており、後期計画については独立した冊子として発行していま

す。さらに、前期計画と後期計画の各々について、ダイジェスト版も発行しています。

ゆめ！さくら博
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後期計画〔表紙・裏表紙〕

前期計画〔表紙・裏表紙〕
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前期計画〔概要版〕
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後期計画〔概要版〕
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２　本計画を策定するにあたっての法律論的前提

　第二次さくら市生涯学習推進計画を策定するにあたり大前提となるのは、さくら市生涯学習推進協

議会答申「さくら市生涯学習推進計画 [第二次計画 ]の在り方について」（平成 28年 12月）で出され

た意見について、可能な限り計画書に反映させることです。そして同時に、施策や事業について法的

根拠がある場合には、それらを明らかにする必要があります。そこで、日本国憲法や教育基本法およ

び学校教育法・社会教育法などの条文を踏まえて、生涯学習についての行政計画化を進める際の前提

的事項を確認いたします。

（１）日本国憲法における「教育を受ける権利」

　生涯学習に関する行政計画化を進めるにあたって、日本国憲法における「教育を受ける権利」を念

頭に置く必要があります。

日本国憲法　第 26条　すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとし

く教育を受ける権利を有する。

　一般に、「教育」といえば、子どもだけが対象となるように誤解されがちです。しかし、日本国憲法

第 26条に「すべて国民」と明記されているように、子どもだけでなく大人も含めて「教育を受ける権

利」を有していることが忘れられてはなりません。

　ここで注意しなければならないことは、「教育されること」と「教育を受けること」とを混同しない

ことです。よって、現憲法下で行政が「生涯教育」という言い方を用いた場合には、国民に対して「教

育される義務」が課されているのでは決してなく、国民の「教育を受ける権利」を生涯にわたり保障

しようとする考え方を示していることになります。

　ところで、私たちは、日々の生活を営む中で「学ぼうと意図しているわけでもないのに結果的に学

習できていた」という経験を頻繁に味わっているはずです。たとえば、無我夢中で働いてきた日々を

後から振り返ってみると、いろんな技術や経験を身につけていたと実感できることもあるでしょう。

こうした「結果的に生じた学習」と対比して、何らかの目的や意図をもって自覚的に学習していこう

とする活動については、「学習活動」という言い方で絞り込めます。「生涯学習」といった場合、偶発

的で無意図的な学習も含まれますが、一般に行政が直に支援する対象は、意図的な営みたる「生涯学

習活動」になります。

　国民が学習活動を進めたり学習したりする手段には様々なものがありますが、その選択肢の一つと

して「教育を受ける」という方法を選ぶことが可能です。これを踏まえ、さくら市民が生涯学習を進

めていく上で、学校教育や社会教育などの何らかの形で「教育を受ける」という方法を選択する権利

が憲法上で保障されていることを再確認しておきます。

　なお、「（誰かから）教わる」という学習方法が、「教育を受けること」のすべてではありません。た

とえば、大学教育を受けてよいという許可が出れば、教授陣に教えを請うだけでなく、大学図書館を

自由に使ったり、教室を借りて勉強会を開いたりするなどの自発的な学習機会を持つことができます。

このように国民に「教育を受ける権利」が制度的に保障されていることにより、生涯学習を進める方

法の選択肢が広がるというわけです。
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（２）教育基本法における「生涯学習の理念」

　かつての教育基本法（昭和 22年制定）の第２条の「教育の方針」として、「教育の目的は、あらゆ

る機会に、あらゆる場所において実現されなければならない」と明記されていたように、以前から「生

涯教育」につうじる考え方を読み取ることができていました。さらに、平成 18（2006）年 12月に改

正された教育基本法においては、「生涯学習の理念」という項目が新設され、単に「教育を受ける」と

いう学習方法に限定されずに、生涯にわたって様々な形で「学習する」ことができるような豊かな社

会を実現しようとする姿勢が明確に打ち出されました。

（生涯学習の理念）

教育基本法　第３条　国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、

その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果

を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。

　ここでは、その実現が求められる社会像として、「国民一人一人が学習できる」のみならず、「国民

一人一人が学習成果を生かすことができる」という要件が示されています。よって、日本の生涯学習

振興の理念は、「学習したら学習成果を生かす」と「適切に成果を生かしていけるように改めて学習を

行う」との循環構造を基軸にして構築される社会の実現を目指しています。つまり、学習して得た成

果を私的な範囲にとどめて宝の持ち腐れにせずに、社会との関わりの中で発揮するというような形で、

一人ひとりの国民が活躍していけるような状況が望ましいというわけです。

　なお、平成２（1990）年に「生涯学習」に関して初めて制定・施行された「生涯学習の振興のため

の施策の推進体制等の整備に関する法律」（最近改正：平成 14年４月）は、「この法律は、国民が生涯

にわたって学習する機会があまねく求められている状況にかんがみ、生涯学習の振興に資するための

都道府県の事業に関しその推進体制の整備その他の必要な事項を定め、及び特定の地区において生涯

学習に係る機会の総合的な提供を促進するための措置について定める」（第１条）と書かれているよう

に、基本的に都道府県の責務を明らかにした法律であり、「生涯学習」に対する定義が明示されている

わけではありませんが、以下に市町村の責務が示されています。

（市町村の連携協力体制）

生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律

第 11条　市町村（特別区を含む。）は、生涯学習の振興に資するため、関係機関及び関係団体等

との連携協力体制の整備に努めるものとする。

　さくら市においても、栃木県や近隣市町をはじめとした関係機関や、大学などの関係団体等との連

携協力体制を整備しながら、市民の生涯学習の振興に努めていきます。
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（３）「生涯学習振興の要」としての社会教育の法的位置づけ

　社会教育が「生涯学習振興の要」としての役割を担うことが多かったという事実を重視し、社会教

育に関する教育基本法の条文を踏まえ、行政の責務を再確認します。

（社会教育）

教育基本法　第 12条　個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及

び地方公共団体によって奨励されなければならない。

２　国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施設

の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなけれ

ばならない。

　教育基本法（昭和 22年制定、平成 18年改正）では、「社会教育」は、「個人の要望や社会の要請に

こたえ、社会において行われる教育」というように、その目的を明らかにする方向で意味づけられ、「国

及び地方公共団体によって奨励されなければならない」ものとして位置づけられています。また、社

会教育を振興する方法としては、「図書館、博物館、公民館」をはじめとした「社会教育施設」を設置

する以外にも、「学校の施設」を利用するという選択肢も提案されています。いずれにせよ、さくら市

にも、学習機会の提供のための創意工夫が求められているとみなせます。

　他方で、社会教育法（昭和 22年制定、平成 28年改正）では、「社会教育」について、その範囲を

明らかにする方向で定義されています。

（社会教育の定義）

社会教育法　第２条　この法律において「社会教育」とは、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年法

律第 77号）に基づき、学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び

成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。

　つまり、「社会教育法にいう社会教育」とは、「学校の教育課程として行われる教育活動」以外のも

のであり、「体育」や「レクリエーション」の活動も含めて、「主として青少年及び成人に対して行わ

れる組織的な教育活動」を意味します。こうした活動を奨励することは、国や地方公共団体の任務と

して明確に法的に位置づけられています。

（国及び地方公共団体の任務）

社会教育法　第３条　国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社

会教育の奨励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法により、

すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文化的教養を

高め得るような環境を醸成するように努めなければならない。
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　社会教育法第３条では、国や地方公共団体に「すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用

して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め得るような環境を醸成する」ことを求めています。さ

らに、第３条第２項においては、生涯学習振興における重要な役割を社会教育に託していることを明

らかにしています。

社会教育法　第３条

２　国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たつては、国民の学習に対する多様な需要を

踏まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うことにより、

生涯学習の振興に寄与することとなるよう努めるものとする。

市民大学

生涯学習推進に関する合同会議



－ 10 －

（４）「生涯にわたり学習する基盤」を培うべき学校教育

　教育基本法（昭和 22年制定、平成 18年改正）には、学習や人格形成が、人生の初期だけで完了す

るものではなく、それらが生涯にわたるものだという基本認識があります。

（幼児期の教育）

教育基本法　第 11条　幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものである

ことにかんがみ、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その

他適当な方法によって、その振興に努めなければならない。

　この条文には、「幼児期の教育」が「生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものである」という

前提が明確に述べられています。

　小学校・中学校・高等学校の時期においても、「人生の初期の時期は生涯学習の基礎を培う期間に相

当する」という認識は共有されています。小学校についていえば、学校教育法（昭和 22年制定、平成

28年改正）では、第 29条で「小学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育の

うち基礎的なものを施すことを目的とする」と宣言した上で、それに続く第 30条で、以下のように述

べています。

学校教育法　第 30条　小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程

度において第 21条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

２　前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及び技能

を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判断力、表現

力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に意を用いなけれ

ばならない。

　学校教育法第 30条第２項は、小学校教育では、「生涯にわたり学習する基盤が培われる」という目

的の達成のために、基礎的な知識や技能および応用力が鍵となるわけです。

　また、第 30条に続く第 31条では、教育目標を十分に達成するための教育的手段として、体験的な

学習活動を充実させることを求めています。その際、学校教育と社会教育との連携が必要になってく

るという認識が示されています。

学校教育法　第 31条　小学校においては、前条第１項の規定による目標の達成に資するよう、教

育指導を行うに当たり、児童の体験的な学習活動、特にボランティア活動など社会奉仕体験活動、

自然体験活動その他の体験活動の充実に努めるものとする。この場合において、社会教育関係

団体その他の関係団体及び関係機関との連携に十分配慮しなければならない。

　なお、学校教育法第30条第２項や第31条で示された規定は、中学校（第49条）や高等学校（第62条）

でも準用されます。「生涯にわたり学習する基盤」は、学校教育の鍵です。
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（５）「家庭・学校・地域社会の連携」を促す生涯学習

　子ども達に対する教育は、「生涯学習によるまちづくり」を進める上で重要な位置を占めます。とい

うのは、子ども達が各地域で生き生きと遊んだり学んだりする姿は、まちの雰囲気を良い方向に醸し

出すからです。そこで、教育の責任を学校だけに押しつけるのではなく、家庭・学校・地域社会が連携・

協力しながら進めていくことが必要となる場面が出てきます。教育基本法が平成 18（2006）年に改

正されてからは、「社会総がかりの教育」という視点が前面に打ち出されるようになりました。

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）

教育基本法　第 13条　学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役

割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。

　また、社会教育法第３条３項でも、生涯学習振興につながる文脈で、社会教育が学校教育や家庭教

育との連携を図ることが必要だと強調しています。

社会教育法　第３条

３　国及び地方公共団体は、第１項の任務を行うに当たつては、社会教育が学校教育及び家庭教

育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、及び家庭教育

の向上に資することとなるよう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及び地域住民その他の

関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努めるものとする。

　もちろん、 家庭教育はあくまでも個々の家庭の私事的な営みであるため、行政は「家庭教育を支援す

ること」以上に立ち入ることはできませんが、教育基本法が改正されてからは、「家庭教育支援」が行

政の役割として重視されるようになりました。

（家庭教育）

教育基本法　第 10条　父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するもので

あって、生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和の

とれた発達を図るよう努めるものとする。

２　国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会及び情

報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

　家庭によっては、「父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有する」ということが

法的に明示されていることが重荷になるかもしれません。各々の家庭が過重な負担感を感じないで済

むためにも、家庭・学校・地域社会などが連携して子ども達の教育についての役割分担を進めていく

ことが大切です。
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３　本計画との整合を図るべき教育計画等

　さくら市が実施する施策について、国や栃木県が行う施策や事業を念頭に置きながら進めていくべ

き場面が出てきたり、そのほうが効果的・効率的であったりする可能性があります。そこで、何より「さ

くら市らしさ」を大切にしながら、国や栃木県から出された教育計画や生涯学習推進計画との整合を

図るよう努めます。

（１）国の「教育振興基本計画」との整合性

　昭和 22（1947）年に制定・施行された教育基本法は、平成 18（2006）年にはじめて改正されました。

教育行政面における現行教育基本法の最大の特徴は、国レベルでは「教育振興基本計画」の策定が義

務づけられ、地方公共団体に対しても、この計画を参酌しながら教育振興基本計画を定めるような努

力義務が課されたことです。

（教育振興基本計画）

教育基本法　第 17条　政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

教育の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、

基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。

２　地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における

教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。

　国では、「第１期教育振興基本計画」（平成 20年度～平成 24年度）と「第２期教育振興基本計画」（平

成25年度～平成29年度）との双方において、生涯学習の視点を大変重視してきました。第１期では、「基

本的考え方」として、 「横」の連携として「教育に対する社会全体の連携の強化」と、「縦」の接続として「一

貫した理念に基づく生涯学習社会の実現」を目指すことが宣言されました。第２期では、「生涯学習に

関する現状と課題」などについて反省的考察を加えた上で、「①社会を生き抜く力の養成、②未来への

飛躍を実現する人材の養成、③学びのセーフティネットの構築、④絆づくりと活力あるコミュニティ

の形成」という４つの基本的方向

性を示しました。いずれの政策目

標も、学校教育に限定して教育課

題を考えている域を出ない限り対

応できないものばかりです。

　現在、国では「第３期教育振興

基本計画」（平成 30年度～）を策

定中であり、生涯学習がよりいっ

そう重視されることが予想される

ので、第二次さくら市生涯学習推

進計画を実施する中で整合を図る

必要が出てくることでしょう。

第１期教育振興基本計画 第２期教育振興基本計画
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（２）栃木県の各種プランとの整合性

　栃木県は、生涯学習振興については、全国的に名の知れた先進県です。実際、他県がややもすると

学校教育の補足としてのみ社会教育を捉えており、行政が生涯学習を振興するという視点が極めて弱

いのに比して、生涯にわたり学習する基盤を培うという視点に立って学校教育の理念を丁寧に構築し

たり、学校教育と社会教育との連携を積極的に進めたりするなど、理念的にも実践的にも注目すべき

事柄が多々あります。栃木県の一部である本市としても、栃木県と連携協力することは、本市全体の

生涯学習振興にとって有意義なので、栃木県で進められているプランとの整合を図ります。

　まず、「栃木県教育振興計画 2020 －教育ビジョンとちぎ－」（平成 28年度～平成 32年度）は、栃

木県の教育行政分野における総合計画的な性格を有するものです。この計画は、基本理念として「と

ちぎから世界を見つめ　地域とつながり　未来に向かって　ともに歩み続ける人間を育てます」と掲

げ、３つの基本目標として「①学びの基盤をつくる、②志

を立て未来をつくる、③育ちあえる絆をつくる」を提示し

ていますが、特に「①学びの基盤をつくる」で「生涯にわ

たって学び続ける力を育みます」と宣言している点では連

携が図れそうです。また、15の基本施策として、「①確か

な学びを育む教育の充実、②豊かな心を育む教育の充実、

③豊かな体を育む教育の充実、④特別支援教育の充実、⑤

幼児教育の充実、⑥自分の生き方を考える教育の充実、⑦

地域についての理解を深める教育の充実、⑧伝統や文化に

関する教育の充実、⑨グローバル化に対応した教育の充実、

⑩社会に参画する力を育む教育の充実、⑪人権尊重の精神

を育む教育の充実、⑫県民一人ひとりの生涯学習への支援、

⑬学校・家庭・地域の連携による教育の充実、⑭地域全体

で支える家庭教育への支援、⑮スポーツを通じた教育の充

実」が示されて

いて、「⑫県民

一人ひとりの生涯学習への支援」をはじめとして、第二次

さくら市生涯学習推進計画と直接・間接に関係してくる施

策が多々あります。

　次に、さくら市が栃木県と直に連携するという意味では、

「栃木県生涯学習推進計画 五期計画　とちぎ輝き『あい』

育みプラン」（平成 28 年度～平成 32 年度）が重要です。

この計画の基本目標は「ともに学び ともに“とちぎ”の未

来をひらく人づくり」として設定されており、３つの視点

として「①自立につながる生涯学習、②協働を進める生涯

学習、③愛着や誇りを育む生涯学習」が提示されています。

これらは、第一次さくら市生涯学習推進計画が目指してき

たものとほとんど同じ方向を共有しており、第二次さくら

市生涯学習推進計画と、理念的にも施策・事業的にも有益

な連携協力体制を取れそうです。 とちぎ輝き「あい」育みプラン

教育ビジョンとちぎ
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第２節　本計画の基本的性格

１　計画化の目的

　生涯学習は、一人ひとりの市民が自発的・主体的に行うことが基本であり、実際に活動を行うか否

かも含めて、その選択はあくまでも市民に委ねられます。行政の役割とは、この選択可能性を保障す

るための各種の条件を整備することにより、市民の学習・学習活動を支援しながら、社会全体で生涯

学習が振興されている状況を創造することです。

　したがって、「生涯学習推進計画」という言い方をしていても、「市民の生涯学習の支援」を推進す

ることが意味されています。さくら市が主体となって生涯学習を計画化することの基本的な目的は、

さくら市民の生涯学習についての条件を整備することにより、さくら市全体で生涯学習を振興するこ

とです。

　とはいえ他方で、本計画は、生涯学習についての基本的・一般的・汎用的な事項を押さえるとともに、

「さくら市らしさ」を前面に出しながら、まちづくりにもつながるような意味合いも持ったものにして

います。そのため、本計画は、市民と行政が一体となり力を合わせて、知恵を出し合い汗をかきながら、

「生涯学習によるまちづくり」が進められていく過程を大切にしたいという立場で策定しています。市

民が学習の成果を生かしてまちづくりに参画する「市民主役の生涯学習によるまちづくり」に向けた

総合的な推進体制を整備していきます。

　本計画により目指す理想像とは、「さくら市に生まれ、さくら市で育ち、さくら市に暮らして本当に

よかった」と心から実感できる「人生」と「家庭」と「地域社会」とを実現することにあります。そして、

それに向けた過程において、市民一人ひとりが、人生の各時期に学習活動を盛んに行い、学習を通し

て多くの人と交流をし、学習の成果を生かして活動することが望ましいと考えています。

２　計画の位置づけ

　さくら市が策定する生涯学習推進計画は、「さくら市総合計画」の部門別計画として位置づきます。「第

二次さくら市生涯学習推進計画」は、「第２次さくら市総合計画」（平成 28年度～平成 37年度）の部

門別計画です。

  第２次さくら市総合計画では、「まちづくりの基本理念」としては「持続性のある自立した行財政基

盤を確立し、安心してくらせるまちづくり」が明示され、「将来都市像」としては「安心して暮らせ、

地域・ひと・ものを結ぶ、魅力いっぱいのまち」が提案されています。第二次さくら市生涯学習推進

計画の目指す方向性についても、これらに準じる形で基本構想レベルを計画化していきます。

　なお、計画策定後に時代状況等に応じて次期計画等に反映すべきものが出てきた場合などについて

は、現総合計画との整合する範囲内において、新たな施策・事業を提案することといたします。
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３　計画の範囲

　本計画では、生涯学習を「生涯にわたる学習」や「生涯をかけた学習」と言い換える形で理解する

ことが前提となります。そのため、生涯学習の内容が「生活の中の学習」として様々な分野に広がっ

ていくことになります。したがって、市民の生涯学習を支援することに関して、市民の生活全般に施

策が及ぶことを考慮し、全庁的な推進体制を取るものとします。また、各部局が外部団体などと連携

しながら生涯学習関連事業を進めている場合には、それらも視野に入れながら施策・事業を体系化し

ます。

４　計画の期間

　第二次さくら市生涯学習推進計画の期間は、10年間です。平成 29（2017）年度を初年度とし、平

成 38（2026）年度を最終年度とします。また、本計画は、「前期計画」（平成 29年４月～平成 34年

３月）と「後期計画」（平成 34年４月～平成 39年３月）とに分ける予定であり、後期計画については、

改めて独立した冊子として発行する手はずにしています。

　なお、本計画の前提を踏まえ、目的を検討し直したり、期待される効果が何かを随時検討したりす

るなどして、推進計画については微調整を行います。

第１次さくら市総合計画 
（H18～H27年度） 

第２次さくら市総合計画 ・・・・
（H28～H37年度） 

推進
計画

－

－

総合
計画

第一次さくら市 
生涯学習推進計画 

第二次さくら市 
生涯学習推進計画 

前期計画 前期計画後期計画 後期計画

年度
Ｈ18 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38Ｈ19～Ｈ23 Ｈ24～Ｈ28

2006 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 20262007～2011 2012～2016

※「Ｈ」は「平成」を示す。




